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【モデル事業の目的】 
 
（１）低廉な家賃の住宅確保支援 
 

（２）入居者に対して、見守り、生活相談を実施し
て、安全なネットワークを構築する。 
 

（３）入居者が孤立しないよう「共同リビング」（交流
施設）の設置 
 



【低廉な家賃の住宅確保支援】 
 

 

【借上げ物件の条件】 
（１）昭和５６年6月１日以降着工の建物（新耐震） 
※旧耐震の場合もご相談ください。 
（２）賃貸面積が１６㎡以上 
（３）エリアは調布市内 
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※アパート（１戸～複数戸）の空室、空き家（一軒家）を当協会が借上げ⇒住
宅要確保配慮者へ賃貸 



 

 【借上げ物件の情報獲得】 
・チラシ配布、セミナー等の開催による周知 
・不動産会社様、管理会社様との連携 
・アパートオーナー様への打診 
 
 【住まい探しのご相談】 
・住まいぬくもり相談室（調布市） 
※毎週火曜日１３時半～１６時半 
・調布市、社会福祉団体からのご相談 
・不動産会社様、管理会社様との連携 
 
 



 

 【本スキームの特徴】 
（１）孤立死の問題 
  ⇒ヤクルトの配送サービス（週２回）、民間会社によるメールサービスによる 
   安否確認（週２回）※見守りサービス 
（２）残家財の処理 
  ⇒少額短期保険の活用（当協会負担）。また、残家財処分については、転 
   借人との間で事前に「承諾書」を締結する。 
（３）原状回復費用 
  ⇒少額短期保険の活用（当協会負担） 
（４）病気、怪我、認知症の発症 
  ⇒「地域包括支援センター」との連携 
（５）葬儀 
  ⇒保険の活用（当協会負担） 
（６）家賃滞納 
  ⇒民間保証会社、高齢者住宅財団の家賃債務保証制度等を利用 
（７）入居者の生活相談 
  ⇒当協会が対応   
  
 ・万が一の場合の費用負担、手続き、手配をすべて、当協会が実施。 
  

 
       



※共同リビング（交流施設） 
  一軒家又はアパート、マンションの一室 

入居者が孤立しないよう「共同リビング」（交流施設）の設置 
 

※今後、食事会、交流会を定期的に実施予定。 
 



 

 【事例】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
       

調布駅約徒歩１２分 鉄筋コンクリート造４階
建（平成３年築） 



 

        

賃貸面積：１６.７４㎡（３階部分） 
（入居中） 
 


